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は じ め に 

 

  高圧ガスの製造，貯蔵，販売，移動，消費などを行う者は，高圧ガスによる災害を防止す

るため，高圧ガス保安法及び関係法令に定められた事項を遵守することにより，公共の安全

を確保することが求められています。 

  この手引きは，高圧ガス設備を設置し高圧ガスの製造等を行う者のうち，コンビナート等

保安規則の適用を受ける事業者（特定製造者）が，同法に基づき，茨城県知事に対して行わ

なければならない事項に係る手続きについてまとめたものです。この手引き中の技術上の基

準，通達等については，高圧ガスの保安を確保するためには重要な事項ですので，技術上の

基準を遵守し，保安に係る組織の整備等を図ることにより，高圧ガスの災害を未然に防止し，

公共の安全の確保に努めていただくようお願いいたします。 

  また，一般高圧ガス保安規則，液化石油ガス保安規則等の適用を受ける高圧ガスの製造，

貯蔵，販売等を行う場合，あるいは冷凍保安規則の適用を受ける冷凍設備を設置する場合等

については，県が別途定める「高圧ガス保安法関係申請の手引き」，「冷凍関係申請の手引

き」を参考に，所定の手続きを行っていただくようお願いいたします。 

なお，本手引きに定めのない事項については，最新の法令等を確認の上，不明な場合は県

に照会してください。 
 

  

１  本手引きの対象となる事業者について 

     本手引きの対象となるのは，高圧ガスの製造をする第一種製造者のうち，下記(3)の

特定製造事業所において高圧ガスの製造を行う事業者（特定製造者）です。 

 

   (1) 第一種製造者 

事業所における高圧ガスの処理能力が次のいずれかに該当する者 

ア  第一種ガス※に係る高圧ガスの製造をしようとする場合 ３００Ｎｍ３／日以上 

イ  第一種ガス以外のガスに係る高圧ガスの製造をしようとする場合 １００Ｎｍ３／日以上 

ウ  第一種ガス及びそれ以外のガスに係る高圧ガスの製造をしようとする場合 

ＴＮｍ３／日以上 

Ｔ＝１００＋２/３・Ｓ  （一般則第101条） 

Ｓ：第一種ガスに係る処理能力 

 

※第一種ガス（令第３条第１号） 

ヘリウム，ネオン，アルゴン，クリプトン，キセノン，ラドン，窒素， 

二酸化炭素，一般則第101条で定められる難燃性の基準に適合するフルオロカ

ーボン又は空気 

 

（例）一の製造施設において，窒素（１２０Ｎｍ３／日 ）及び水素（７０Ｎｍ３／日）につ

いて高圧ガスの製造を行う事業所の処理能力は，１２０＋７０＝１９０Ｎｍ３／日

であり，算定される値Ｔ＝１００＋２／３・１２０＝１８０Ｎｍ３／日より大きい

ことから，事業者は第一種製造者となります。 

 

事業所における高圧ガスの処理能力は，各々の高圧ガス設備に係る各々の処理設備

の処理能力を合算（移動式製造設備及び冷凍事業所を除く。）するものとします。た

だし，事業所内の一つの製造施設について，その製造設備の処理能力が100Ｎｍ３／日（不
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活性ガス又は空気にあっては，300Ｎｍ３／日）未満である製造施設であって，他の製造施

設とガス設備で接続されていないもので，かつ，他の製造施設の機能に支障を及ぼす

おそれのないものにあっては，処理能力を合算しなくてもよいものとします。 

なお，製造施設の処理能力を合算しない場合，当該施設は法第５条第２項（第二種

製造者）の適用を受けることとなります。 

  

(2) 製造事業所（コンビ則第２条第１項第20号） 

      処理能力が100Ｎｍ３／日（不活性ガス又は空気にあっては，300Ｎｍ３／日）以上の処理設備を

有する製造設備を使用して高圧ガスの製造をする者の当該製造をする事業所 

 

 (3) 特定製造事業所（コンビ則第２条第22号） 

    次のいずれかに該当する製造事業所 

 

     ア  茨城県の鹿嶋市光，神栖市東和田，東深芝，深芝及び砂山の区域内にある製造事

業所。ただし，次の製造事業所を除きます。 

      (ｱ)  専ら燃料の用に供する目的で高圧ガスの製造をし，又は専ら高圧ガスを容器に 

     充塡するものであって貯蔵能力が2,000ｍ３又は20ｔ以上の可燃性ガスの貯槽を設

置していないもの 

      (ｲ) 専ら不活性ガス及び空気の製造をするもの 

     イ  保安用不活性ガス以外のガスの処理能力が100万Ｎｍ３以上の製造事業所 

    ウ 不活性ガス及び空気により高圧ガスの製造を行う場合，その処理能力に１/４を乗

じた値が100万Ｎｍ３以上となる製造事業所 

     エ 貯槽を設置し専ら高圧ガスの充塡を行う場合，その処理能力が200万Ｎｍ３以上とな

る製造事業所 

     オ 都市計画法（昭和43年法律第100号）第８条第１項第１号の規定により定められた

用途地域のうち，工業専用地域及び工業地域以外にある製造事業所で，保安用不活

性ガス以外のガスの処理能力が50万Ｎｍ３以上のもの 

     カ 都市計画法第８条第１項第１号の規定により定められた用途地域のうち，工業専

用地域及び工業地域以外にある製造事業所で，不活性ガス及び空気により高圧ガス

の製造を行う場合，その処理能力に１/４を乗じた値が50万Ｎｍ３以上となるもの 

     キ 都市計画法第８条第１項第１号の規定により定められた用途地域のうち，工業専

用地域及び工業地域以外にある製造事業所で，貯槽を設置して専ら高圧ガスの充塡

を行う場合，その処理能力が100万Ｎｍ３以上となるもの 

 

 

２ 略称について 

     本手引きで使用する法令名の略称とその正式名称については次のとおりです。 

   (1) 法      高圧ガス保安法（昭和26年６月７日法律第204号） 

   (2) 令      高圧ガス保安法施行令（平成９年２月19日政令第20号） 

   (3) 一般則      一般高圧ガス保安規則（昭和41年５月25日通商産業省令第53号） 

   (4) 液石則    液化石油ガス保安規則（昭和41年５月25日通商産業省令第52号） 

   (5) コンビ則   コンビナート等保安規則（昭和61年12月13日通商産業省令第88号） 

   (6) 特定則      特定設備検査規則（昭和51年２月17日通商産業省令第４号） 

   (7) 冷凍則      冷凍保安規則（昭和41年５月25日通商産業省令第51号） 

   (8) 容器則      容器保安規則（昭和41年５月25日通商産業省令第50号） 
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   (9) 政令関係告示  高圧ガス保安法施行令関係告示（平成９年３月24日通商産業省告示

第139号） 

 (10) 製造細目告示  製造施設の位置，構造及び設備並びに製造の方法等に関する技術基

準の細目を定める告示（昭和50年８月１日通商産業省告示第291号） 

 (11) 耐震告示   高圧ガス設備等耐震設計基準（昭和56年10月26日通商産業省告示第

105号） 

 (12) 保安検査告示  保安検査の方法を定める告示（平成17年３月30日経済産業省告示第

84号） 

(13) 石災法        石油コンビナート等災害防止法（昭和50年12月17日法律第84号） 

 (14) 液石法    液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律 

（昭和42年12月28日法律第149号） 

 

 

３ 用語の定義 

    本手引きで使用する用語は，法令等に定められるもののほか，以下のとおりとします。 

(1) 例示基準   

「コンビナート等保安規則の機能性基準の運用について」（平成30年３月30日付け

20180323保局第15号）。ただし，コンビ則以外の省令に係る場合は当該省令に対応す

るもの 

(2) ＫＨＫ   高圧ガス保安協会 

(3) ＫＨＫＳ  高圧ガス保安協会規格  

(4) 大臣認定品（経済産業大臣が認める者が製造したもの） 

ガス設備のうち，「一般高圧ガス保安規則第６条第１項第11号等の規定による試験

を行う者及び同項第13号等の規定による製造を行う者の認定等について」（平成30

年３月30日付け20180323保局第12号）に基づき，認定試験者の行った試験等に関する

「認定試験者試験等成績書」が添付されたもの 

(5) 保安協会検査品（ＫＨＫ検査品） 

ガス設備のうち，「一般高圧ガス保安規則第６条第１項第11号等の規定による試験

を行う者及び同項第13号等の規定による製造を行う者の認定等について」（平成30

年３月30日付け20180323保局第12号）に規定される，ＫＨＫが行った試験に合格した

もの（「高圧ガス設備試験成績証明書」が交付されたもの） 

(6) 委託検査品 

     ガス設備のうち，ＫＨＫが法第59条の28第１項第７号又は同条第３項に基づいて行

う委託検査を受検したもの（このうち，コンビ則及び例示基準で定める検査方法に従

う，耐圧性能，気密性能及び強度についての検査に合格したものについては，「経済

産業大臣が認める者が製造したもの」に該当） 

(7) 大臣認定品等  

大臣認定品及び保安協会検査品 

(8) 完成検査品 

    ガス設備のうち，特定設備，大臣認定品等以外のもの 

 


